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研究者による情報発信としての

「学術ウェブサイト」の評価の行方

髙橋晃一　

1．研究者による情報発信はもっと積極的にされてよい

　インターネットが普及し、研究環境は大きく様変わりした。かつては、本を

探すならカードの図書目録を調べていたが、いまでは大学のオンライン蔵書目

録を使う。キーワードを入れるだけで、蔵書に関するさまざまな情報が簡単に

手に入る。さらに CiNii Booksで検索すれば、全国の図書館の所蔵状況が瞬時

にわかる。また、書籍だけでなく論文も CiNii Articlesで簡単に見つけること

ができるようになった。さらに出版形態そのものも変化しはじめている。従来

は印刷物として刊行されていた学術雑誌が電子ジャーナルになり、PDFで公

開されるようになってきた。これに伴ってオープンアクセスが推奨されるよう

になり、大学や研究所の機関リポジトリも充実し、いまでは図書館に行かなく

とも、論文の PDFが手に入る。また学協会で発行している雑誌論文も、多く

は J-Stageで入手できるようになってきた。情報の利用者、受け取り手という

立場でみれば、環境は十分すぎるほどに整備されている。しかし一方で、個々

の研究者からの情報発信が有効になされているのかどうかはわからない。電子

ジャーナルの普及とオープンアクセスの提唱によって、研究成果が広く知られ

るようになったのは事実だろう。ただし、これは従来、紙に印刷し製本してい

たものを、PDFで出版するようになっただけで、単なる媒体の変化にすぎな

い。多くの場合、研究者個人が情報発信のための技術や知識を身に付けている

わけではない。しかし、誰でも容易にウェブサイトを開設できる状況を鑑みれ
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ば、研究者による情報発信がもっと積極的になされてもよいのではないだろう

か。

2．2001 年の研究者自身による「オープンアクセス」

　そのような、研究者が研究成果を公開するためのウェブサイトを仮に「学術

ウェブサイト」と呼ぶことにする。そのような試みはすでになされている。次

に紹介するのは、「担保する」という言葉の使い方について、Google検索した

ところ、偶然見つけたものである。

　ウェブブラウザのアドレスバーに「担保する」と入力すると、Googleの検

索結果では、最上位に「インターネットを利用して「担保する」を解く」とい

う論文が表示されている。検索結果の表示から、著者は野浪正隆氏、その所属

は大阪教育大学、などおよその情報がわかる。クリックすると情報のソースに

なっているウェブサイトに切り替わる *1【図 1】。

　表示された野浪氏の論文は PDFではなく HTMLで作成されている。操作用

のインターフェースなどはなく、上から順にスクロールして読み進めるように

なっている。論文を読んでみると、「担保する」という表現について、インター

図 1　野浪正隆氏のウェブサイト
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ネットのサーチエンジンをコーパスとして利用し、調査した結果をまとめたも

のであった。野波氏が調査した時期は、論文中の記述では 2001年 11月 18日

となっているが、ウェブ上の論稿には公開年次が明記されていない。論稿末尾

の欄外に「この論文は「学大国文」45号（大阪教育大学　国語教育講座・日

本アジア言語文化講座）に掲載したものを HTML化したものである」と記さ

れているので、大阪教育大学で発刊している『学大国文』という雑誌が出典だ

ということはわかる。大阪教育大学附属図書館のホームページ（https://www.

lib.osaka-kyoiku.ac.jp/）にアクセスし、「蔵書検索」で探すと、当該の雑誌は

2002年 3月に出版されていることがわかった。

　実はこの年はオープンアクセスの歴史にとって記念すべき年で、Budapest 

Open Access Initiative（BOAI）がオープンアクセスに関する宣言を発表したの

が 2002年 2月 14日であった。大阪教育大学リポジトリの運営指針は 2008年

11月 5日付になっているので、おそらくリポジトリの開設に先んじて、著者

の野浪氏がウェブサイトで自分の論文を全文公開していたのであろう *2。野波

氏がオープンアクセスを意識していたかどうかはわからないが、自分の論文を

ウェブ上で公開しようとする試みは当時の時流に合致しているだけでなく、研

究機関の動向に先んじていたことになる。ちなみに現在では大阪教育大学のリ

ポジトリで、野浪氏の論文の PDFも閲覧できる。これはオープンアクセスと

いう世界的な動向の過渡期に起こった逆転現象であり、研究者個人のアーカイ

ブスによるオープンアクセスの努力の跡とも言えるが、いまとなってはリポジ

トリにある PDFと個人のウェブサイトの HTMLは、一見すると原本と写しの

関係になってしまっている。

　ついでながら、Google をコーパスとして利用する試みに関して言えば、昨

今では国立国語研究所でウェブを利用したコーパスの構築が大規模に行われて

いるので、2001年当時とは状況がだいぶ変化してしまっている。野浪氏は結

論の中で、「研究のための資料をいかに集めるか整理するかが、研究時間の大

部分を占めていた時代から、資料そのものがすでに用意・整理されていて、そ

れをいかに分析するかに時間を使う時代に変わりつつある」と述べているが、

資料の用意・整理の仕方自体も組織的な活動が中心になり、状況は大きく変化

している。加えて、野波氏の論稿では参照した資料にハイパーリンクが張って
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あるが、現在ではほとんどのウェブサイトがリンク切れになってしまっている。

これは著者の責任ではないが、ウェブ上の情報の維持管理も非常に大きな問題

だということがわかる。

3．個人運営のデータベース Digital Dictionary of Buddhism

　しかし、ウェブサイトはその特性を活かせば、有効な研究成果の発信手段に

なり得る。特にコーパスや電子辞書のように情報を追加していく可能性がある

場合、ウェブのように随時更新可能な媒体を用いる方が都合がいい。仏教学の

分野では、チャールズ・ミュラー博士の Digital Dictionary of Buddhismがその

先駆けで、おそらく個人で運営する学術ウェブサイトとしては最大規模のも

のの一つであろう *3。筆者自身も「仏教用語用例集」（通称バウッダコーシャ）

というウェブサイトを設計した経験がある。これは仏教の専門用語に特化した

資料集である *4【図 2】。

　ところで、これらは電子ジャーナルやリポジトリでの論文 PDFと異なり、

単にブラウザ上に表示されている見かけの部分だけでなく、データの構築状

況やその処理方法が非常に重要な意味を持っている。例えば、ウェブ上で単

図 2　「仏教用語用例集」ウェブサイト
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に文章を表現するだけなら、見出しと段落の構造を整理すれば十分であろう。

HTMLのタグは <h1>や <p>だけでも十分表現できる。そのほか、リンクを

張るための <a>や強調のための <b>などを使えば、見栄えはともかく最低限

の内容は表現できるだろう。さらに PDFならそうしたウェブサイト構築の知

識も必要なく、ワードなどで作成したドキュメントを PDFに出力すればよい。

この場合は、文章の構造をタグを使って表現する必要もない。

　しかし、電子辞書やテキストデータベースの場合、表示結果の見かけだけを

表現しても意味がない。例えば電子辞書なら、「登録語彙」「品詞の分類」「意味」

「用例」などを区別して整理しなければ、電子データとしては使い勝手が悪い。

また研究者が扱うテキストであれば、異
い

読
どく

の情報が電子データとして整理され

ていることは非常に重要であり、また、一般名詞と専門用語、固有名の区別な

どがされてないと、場合によっては膨大な数の検索結果が与えられ、それに目

を通すことに無駄な労力を割くことになるだろう。また、研究者がデータを作

成する場合、自身の研究成果をデータに反映させる方法があれば、ありがたい。

例えば、あるプロジェクトで文献の電子データを作成しているとする。入力し

ている過程で、多くの引用があり、調べた結果、いくつかの引用文の出典が明

らかになったとする。従来なら脚注を施すことになるが、電子データであれば、

出典の情報などをテキストとは別なレベルで記述することができる。そのよう

に電子データとして整理しておけば、用途に応じて引用であることを強調表示

したり、出典の表示・非表示を選択することもできる。さらには引用の情報だ

けを抽出して整理することもできる。また検索の際に引用文だけに検索をかけ

たり、逆に引用でない箇所だけに検索をかけることもできる。人名や地名、専

門用語などについても同様で、電子データはそれらをあらかじめ区別して記述

しておくことができる。一昔前にはカードを取るという作業をしていたことが、

電子データの中にメタレベルの情報を記述しておくことで、一つのファイルと

して管理することができる。また複数の人との情報共有も容易になる。

4．XML、TEI

　こうしたことを可能にするために XMLが有効だということは次第に認識さ
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れつつある。特に人文学の分野で、XMLを用いて情報を整理するための統一

規格として TEIのガイドラインが浸透しつつある *5。先に紹介した「バウッダ

コーシャ」もソースファイルは TEIのガイドライン（P5）に準拠し、XMLで

作成してある。ところで、テキストデータにタグを付す作業は、単純に表面的

な体裁を再現するだけなら、テキストの内容に関する知識がなくてもできるだ

ろう。例えば、章に <chapter>、段落に <p>、引用文に <quote>と付けていけ

ばいい。しかし、実際に文献研究者が求めているものは、単なる体裁の再現で

はなく、内容の分析に資するデータであろう。また研究者が電子データの製作

者であるなら、テキストの構造を細かく分析し、その結果を電子データに反映

させたいと考えるだろう。その結果としてタグ付けは複雑化するかもしれない

が、そこには研究者独自の見解が反映されてくることになる。この段階になる

と、単なる電子テキストというよりは、校訂テキストや翻訳のように、個別の

研究成果と言うべきものになってくる。つまり、XMLでテキストを構築する

ことは、従来人文学者が試みてきたことと、本質的には何ら変わりがない。よ

りよく構築されたデータもあれば、役に立たないような構造を持ったデータも

あるだろう。つまり、ブラウザ上の表示結果ではなく、XMLの構造自体が人

文学者の知見を反映しているのであり、それに対して適切な評価がなされなけ

ればならない時代になりつつある。

5．電子データをどう提供するか

　そうした観点で電子データを評価する試みとして、NINESの peer reviewの

制度がある *6。そこでは三つの基準があげられている。一つは、電子データの

理論的根拠と内容であり、ウェブサイトの内容と質を印刷物と同じ既存の評価

基準で判定する。二つ目はインターフェースのデザインと使いやすさで、ほか

のデジタル資料との相互運用性、開発者の自発性、斬新さ、独創性を評価対象

としている。最後に持続可能性を重視し、独自のフォーマットを極力避けるよ

うに勧めている。NINESの基準で示されているように、まず何より研究の質

は電子化という行為によって決まるのではなく、その内容によっている。これ

は電子データであっても、紙の印刷物であっても変わらない。人文学の研究成
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果に対する評価は、この点で従来通りの価値基準を保つべきであり、電子化と

いう一点だけで評価されてはならない。それに加えて、電子データの利用方法

を的確に理解し、電子データならでは情報提供の仕方が評価される必要がある。

直観的に利用できるデザインや、外部の情報との適切なリンクなどは評価され

るべきであり、さらに何らかの新しい知見を与える試みがあればそれも評価に

値する。最後の基準は電子データを作成する際の約束事を逸脱していないこと

を求めている。データの構築法が独自のものだと持続的な管理や情報共有に多

大な支障をきたす可能性がある。電子テキストの構築は既存の安定した技術に

基づいてなされるべきである。そのために NINESは TEIのガイドラインを使

用することを推奨している。

　日本でも TEIの活動は知られはじめている。しかし、TEIを利用した電子テ

キストを積極的に評価する動きはまだない。テキストの電子化は今後、ますま

す進んでいくことは間違いないであろう。そうした成果をどのように評価すべ

きか考える時期に来ている。

注

1　URL は http://www.osaka-kyoiku.ac.jp/~kokugo/nonami/ronbun/tanporon.html　（2019 年
7月 30日閲覧）

2　BOAI 宣言文：https://www.budapestopenaccessinitiative.org/read　（2019年 7月 31日
閲覧）

　　大阪教育大学リポジトリ運用指針：http://goose.bur.osaka-kyoiku.ac.jp/doc/public/
rule/579.html　（2019年 7月 31日閲覧）

　　ちなみに東京大学学術機関リポジトリ（UTokyoRepository）は 2006年 4月 1日に
公開されている。

3　http://www.buddhism-dict.net/ddb/　（2019年 8月 31日閲覧）
4　http://www.l.u-tokyo.ac.jp/~b_kosha/start_index.html
5　https://tei-c.org/guidelines/　（2019年 8月 31日閲覧）
6　https://nines.org/about/scholarship/peer-review/　（2019年 8月 31日閲覧）


